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１．決算概況
■2015年度(第68期)決算は減収減益
� 日販グループ（連結子会社数：25社）の2015年度決算（4-3月期）の連結売上⾼は639,893百万円で、

前年に対し3.2％減、21,203百万円の減収となりました。

� 損益については、雑誌の売上減少と、輸配送環境の悪化が特にCVSルートの損益へ大きなマイナス
インパクトがありました。日販単体では営業利益は減益でしたが、出版共同流通㈱を中⼼とする
物流子会社のコスト削減と、システム子会社のITコストの削減により連結営業利益は2,738百万円、
対前年で149百万円の増益となりました。

� 為替の影響で、子会社の営業外損益が悪化し、経常利益は3,291百万円、対前年で9.2%減、親会社株主に
帰属する当期純利益は856百万円、対前年で18.7％減、196百万円減の減収減益の決算となりました。

� 過去10年で営業利益は2番目に悪く、経常利益は最も低い⽔準となりました。

� 2015年11月に㈱あゆみBooks、2016年3月に㈱OKCを新規連結子会社としました。

2

①商品別売上概況
� 雑誌は、年間を通じて店頭売上の落ち込みが続きました。

POS実績では、定期誌・ムックは対前年で6.4％の売上減少でした。特に⼥性誌はファッション誌が
対前年11.8％減、ティーンズ誌は対前年7.7％減と大幅に落ち込みました。
休刊が相次ぎ、創刊数91点に対して、休刊数は177点となっており、販売部数の減少も売上減少の
大きな要因となっています。

� 書籍は、POS実績が対前年0.6％減となりほぼ前年並みの実績となりました。⽂芸書は『火花』(⽂藝春秋)など
話題作が多く、対前年5.3％増と伸⻑しました。⼩学校の教科書改訂があった学参が対前年6.4％増、
⾼定価の商品が好調だった児童書が対前年5.8％増と、書籍全体の売上に貢献しています。
年齢別の絵本ガイド企画「いくつのえほん」は導入店が940店舗となり、児童書の売上を牽引しました。

� コミックスは、「NARUTO」「⿊子のバスケ」(ともに集英社)など大型銘柄の完結により、POS実績は
対前年3.9％減となりました。



１．決算概況
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� 開発商品は、⽂具パッケージである「Sta×2(スタスタ)」導入店の増加や、新規大型検定の受注の増加が
売上に貢献しました。映像関連事業では、出資映画「orange-オレンジ-」「進撃の巨人」「ストロボ・エッジ」
等のヒット作品が⽣まれました。これらにより、開発商品全体の売上実績は対前年0.7%増となりました。

� 日販が目指している出版流通改⾰の目標は、書店マージンを現状より4%引き上げることです。
この書店マージン4%アップに向けた取り組みにおいては、PARTNERS契約出版社の
売上シェアは対前年3.0ポイント増の56.1％、契約書店の売上シェアは80.1％まで拡大しました。
インセンティブ付き商品企画である「High-Profit企画」は延べ10,600点となり銘柄数の拡大が進みました。

� 書店ルート合計の書籍返品率は35.7％となり、そのうち、PARTNERS契約法人合計の
返品率は33.8％、収益改善率は0.4％に留まりました。契約法人128法人のうち、返品率25%を達成した法人は
12法人64店舗、30％を達成した法人をあわせると、36法人400店舗となりました。

� お客様にとって魅⼒的な新空間を創造するための商材・業態を書店様に提案し、リノベーションを⾏う
体制をスタートさせました。都⼼・駅前本屋のリノベーションでは「⽂禄堂荻窪店」「⽂禄堂⾼円寺店」
(ともに杉並区)、また人口が減り、厳しい環境にある地方・商店街を舞台にしたリノベーションでは

「⽂榮堂本店」(山口市)の3店舗をリニューアルオープン致しました。

� 書店店頭で在庫検索と注⽂可能なタブレット端末「attaplus！(アッタプラス)」は導入店が250店舗となりました。
店頭で、月間10万人以上の方に検索頂いています。また書籍情報WEBサイト「ほんのひきだし」は、

130万人の方にご覧頂き、月間のページビュー数は30万を超えています。

� ⽂具パッケージ「Sta×２」は累計で149店舗に導入されました。DULTON(ダルトン)の雑貨コーナーである
「with MARCHE(ウィズ マルシェ)」も15店舗で新規導入されています。

� ㈱大阪屋栗⽥の前⾝である㈱大阪屋、栗⽥出版販売㈱とは、雑誌の返品協業を⽪切りに連携を深め、
2015年8月に書籍も含め返品の全面稼働が実現しました。さらに、返品・輸配送協業に続いて、
2016年2月に書籍新刊の送品協業を開始しており、10月には雑誌新刊の送品協業を予定しています。
また、㈱大阪屋栗⽥との協業の拡大を効率的かつ迅速に進めるために、
3月には、大阪屋の子会社である㈱OKCを出版共同流通㈱の子会社としました。

②事業の概況



１．決算概況

4

� ㈱ダルトンは、卸売事業・⼩売事業全店舗で増収を達成しました。3月にはダルトンが創業以来積み上げてきた
商品群と空間創りのノウハウを全て投入した、 初の大型旗艦店「DULTON JIYUGAOKA」をオープンしました。
今まで扱っていた家具や雑貨、植物に、本・食品といった新しいエッセンスを加えた店舗です。
本をインテリアとした演出をしており、本の新たな可能性を提案しています。

� 日販コンピュータテクノロジイ㈱は、出版社販売管理システム「LEAD」の導入実績が、235社と
対前年プラス26社となりました。医療部門の売上も対前年で57.0%増と大きく伸⻑しています。
また、新技術研究に取組み、人型ロボット「Pepper」のアプリ開発による法人企業向けサービスを開始し、
書店を中⼼に法人が開催するイベントを盛り上げました。

� 中国語翻訳の出版事業を手がける中国現地法人の北京書錦縁諮詢有限公司(ぺきんしょきんえん)は、
創⽴10周年を迎えました。和書翻訳の累計出版点数は1,158点となり、重版タイトルは234点、重版の累計回数は
639刷りとなりました。駐在員の管理のもと、出版社から提供されたデータを厳重に保管して、
編集・製作を⾏い、またパートナー会社が印刷を請け負っているため海賊版や不正印刷の防⽌に繋がっています。

③課題
� 店頭売上は非常に厳しい状況が続いています。書店数の減少も売上に大きく影響しており、78軒の出店に対して、

廃業は177軒でした。廃業を最⼩限に食い⽌めるためにも、店舗に合ったリノベーションの提案を継続して
⾏っていきます。

� 「Sta×２」や雑貨など、書店様で取り扱うことができる⾼粗利商材を増やします。そのために、商品開発部に
新設したアイテム開発課が商材開発を⾏い、それらの多様な商品の提案のサポートを複合推進課が⾏います。

� コンビニエンスストア業界全体の売上・店舗数は増加していますが、日販の主要アイテムのひとつである雑誌の
売上実績は、対前年12.8％減で返品率51.2％でした。また、輸配送環境が悪化し、損益への大きなマイナス
インパクトとなっています。雑誌の売上減少を食い⽌めるべく、PB商品の拡大や、出版社とチェーンが連動した
限定PB商品の開発等にも⼒を入れて取り組んでいきます。



２．連結貸借対照表 ＜2016年3月31日現在＞

●不採算店舗の撤退、王子ＤＣ・web-BCの在庫⾒直し等により、たな卸資産は2,869百万円減となりました。
●新規連結子会社（㈱あゆみBooks、㈱OKC等）の影響により、借入⾦が増加しました。
●純資産額は55,766百万円。非支配株主持分を除いた純資産は597百万円増となりました。

自己資本⽐率は17.07%、対前年で0.51ポイント上昇となりました。
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(単位：百万円)

2014年度 2015年度 2014年度 2015年度
（第67期） （第68期） （第67期） （第68期）

⾦ 額 ⾦ 額 ⾦ 額 ⾦ 額
218,177 212,630 -5,547 229,841 223,318 -6,522

現 ⾦ 及 び 預 ⾦ 30,790 27,962 -2,827 支 払 手 形 及 び 買 掛 ⾦ 182,566 175,785 -6,780

受 取 手 形 及 び 売 掛 ⾦ 134,458 135,029 571 電 子 記 録 債 務 10,440 9,471 -968

有 価 証 券 4,855 5,240 384 短 期 借 入 ⾦ 10,041 12,495 2,454

た な 卸 資 産 40,704 37,835 -2,869 未 払 法 人 税 等 463 682 219

そ の 他 の 流 動 資 産 9,539 8,274 -1,264 諸 引 当 ⾦ 6,664 6,487 -177

貸 倒 引 当 ⾦ -2,170 -1,712 458 そ の 他 の 流 動 負 債 19,665 18,395 -1,269

20,061 20,414 353

86,964 86,869 -94 ⻑ 期 借 入 ⾦ 2,357 2,316 -40

有 形 固 定 資 産 59,699 59,973 273 退 職 給 付 に 係 る 負 債 4,581 5,256 675

無 形 固 定 資 産 6,609 6,232 -376 そ の 他 の 固 定 負 債 13,122 12,841 -281

投 資 そ の 他 の 資 産 22,700 22,192 -508 249,902 243,733 -6,168

貸 倒 引 当 ⾦ -2,045 -1,529 516

37,939 38,440 500

資 本 ⾦ 3,000 3,000 0

資 本 剰 余 ⾦ 17 17 0

利 益 剰 余 ⾦ 35,802 36,315 513

自 己 株 式 -880 -892 -12

12,583 12,680 97

4,717 4,646 -71

55,239 55,766 526

305,141 299,500 -5,641 305,141 299,500 -5,641

資  産  の  部 負  債  の  部

純  資  産  の  部

前年差異前年差異

固 定 負 債

流 動 負 債流 動 資 産

資 産 合 計

負 債 合 計

科  目科  目

負 債 及 び 純 資 産 合 計
純 資 産 合 計
非 支 配 株 主 持 分
そ の 他 包 括 利 益 累 計 額

株 主 資 本

固 定 資 産



３．連結損益計算書 ＜2015年4月1日〜2016年3月31日＞

(単位：百万円,%)
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●連結売上⾼は3.2%の減収となりました。
雑誌の減収と、グループ書店の不採算店
舗撤退によるものです。

●売上総利益2.7%減に対し、販売費及び
⼀般管理費は3.0%減となりました。出版
共同流通㈱を中⼼とした物流子会社のコ
スト削減、システム子会社のITコスト削
減等により、売上総利益の減少以上に販
管費を削減することができました。

●営業利益は2,738百万円、149百万円
の増益となりました。しかしながら、過
去10年間で2番目に低い⽔準となりまし
た。

●急激な円⾼の進⾏により、子会社にお
いて為替差損益が悪化しました。

●経常利益は3,291百万円、335百万円
の減益となりました。

●特別損失は992百万円。リブロ池袋本
店の撤退等、グループ書店の事業再編に
関わる費用を計上しました。

●親会社株主に帰属する当期純利益856
百万円、減収減益の決算となりました。

⾦ 額 構 成 比 ⾦ 額 構 成 比

661,096 100.0 639,893 100.0 -3.2 -21,203

売 上 ⾼ 676,005 653,881 -3.3 -22,123

売 上 割 戻 14,908 13,988 -6.2 -920

583,325 88.2 564,234 88.2 -3.3 -19,091

77,770 11.8 75,658 11.8 -2.7 -2,112

75,182 11.4 72,920 11.4 -3.0 -2,262

2,588 0.4 2,738 0.4 5.8 149

1,182 0.2 952 0.1 -19.4 -229

受 取 利 息 162 159 -1.9 -3

そ の 他 の 収 益 1,020 793 -22.2 -226

144 0.0 399 0.1 177.0 255

支 払 利 息 71 78 9.1 6

そ の 他 の 費 用 72 321 342.7 248

3,626 0.5 3,291 0.5 -9.2 -335

192 0.0 164 0.0 -14.6 -28

473 0.1 992 0.2 109.7 519

3,346 0.5 2,463 0.4 -26.4 -882

1,494 1,246 -16.6 -247

601 331 -44.9 -270

1,250 0.2 885 0.1 -29.2 -364

197 0.0 29 0.0 -85.2 -168

1,052 0.2 856 0.1 -18.7 -196

前年差異
科  目

増 加 率
2015年度（第68期）2014年度（第67期）

売 上 高 合 計

売 上 原 価

特 別 損 失

法 人 税 、 住 ⺠ 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額

営 業 利 益

売 上 総 利 益
販 売 費 及 び ⼀ 般 管 理 費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

親会社株主に帰属する当期純 利益
非支配株主に帰属する当期純 利益
当 期 純 利 益

税 ⾦ 等 調 整 前 当 期 純 利 益

経 常 利 益
特 別 利 益



４．主要な経営指標等の推移 (連結)

2011年度
(第64期)

2012年度
(第65期)

2013年度
(第66期)

2014年度
(第67期)

2015年度
(第68期)

売上高 703,547 704,449 681,917 661,096 639,893

営業利益 6,747 5,114 4,751 2,588 2,738

経常利益 7,750 5,784 5,266 3,626 3,291

親会社株主に
帰属する当期純利益 3,242 1,778 2,278 1,052 856

純資産額 48,586 50,694 53,870 55,239 55,766

総資産額 326,367 328,978 304,502 305,141 299,500

従業員数
(他 年平均臨時雇⽤者数)

3,006
(3,974)

2,951
(3,627)

2,974
(4,200)

3,124
(5,955)

3,108
(5,700)

(単位：百万円,人)

連結対象子会社数 17 17 20 21 25

連単倍率(売上高) 1.22 1.21 1.20 1.23 1.25

連単倍率(経常利益) 1.87 1.72 1.56 1.44 1.42

連単倍率(純利益) 1.68 0.56 1.12 1.23 0.82

(単位：社,％)
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５.①商品別売上高・返品率 (日販単体)

■商品別売上高内訳

2011年度
(第64期)

2012年度
(第65期)

2013年度
(第66期)

2014年度
(第67期)

2015年度
(第68期)

書籍 249,102 261,026 258,671 246,419 247,597

雑誌 303,378 299,530 288,929 270,196 243,454

開発商品 37,037 32,532 32,058 32,542 32,777

合計 589,518 593,089 579,660 549,158 523,829

対前年

増減 増加率

1,177 0.5

-26,741 -9.9

235 0.7

-25,328 -4.6

(単位：百万円,％)

■商品別返品率内訳
2011年度
(第64期)

2012年度
(第65期)

2013年度
(第66期)

2014年度
(第67期)

2015年度
(第68期)

書籍 33.5 31.6 31.4 31.3 30.7

雑誌 35.8 37.3 39.0 38.8 40.9

開発商品 19.1 26.2 25.7 29.5 34.6

計 34.0 34.4 35.2 35.2 36.1

対前年差

-0.6

2.1

5.0

0.9
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５.②主要な経営指標及び増床・減床の推移 (日販単体)

2011年度
(第64期)

2012年度
(第65期)

2013年度
(第66期)

2014年度
(第67期)

2015年度
(第68期)

売上高 577,746 581,355 566,731 538,309 513,638

営業利益 3,401 2,952 2,888 1,924 1,641

経常利益 4,133 3,363 3,386 2,525 2,313

当期純利益 1,925 3,168 2,029 853 1,045
従業員数

(他 年平均臨時雇⽤者数)
1,497
(666)

1,473
(525)

1,458
(642)

1,441
(640)

1,394
(512)

増床店数 366 482 678 565 684

増床坪数 21,238 26,121 22,444 20,987 30,387

減床店数 341 418 370 396 388

減床坪数 20,122 27,944 15,248 21,980 22,608

差引店数 25 64 308 169 296

差引坪数 1,116 -1,823 7,196 -933 7,779

(単位：百万円,人)

(単位：店,坪)
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●増床
㈱太洋社からの切替6,924坪の影響が大きく、全体の坪数は大幅に増加しました。

●減床
廃業店舗数・坪数ともに前期並みとなり、差引坪数では7,779坪増と大幅なプラスとなりました。

■主要な経営指標

■増床・減床の推移


